
別添様式 

西日本旅客鉄道株式会社近畿統括本部神戸支社に対する業務監査の実施結果 

項     目 主な取組み状況 所  見 所見に対する回答 

１．地震などの大規模災

害時における旅客の避難

誘導に関する事項 

（１）旅客の避難誘導に

ついて 

①対応マニュアルの整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・西日本旅客鉄道株式会社近

畿統括本部神戸支社（以下、

「神戸支社」という。）におい

ては、災害などの異常時にお

ける対応について、「鉄道事故

及び災害応急処置要項」、「駅

輸送係員作業標準」等に基づ

き、各管理駅等において規程

類を定め、旅客の避難誘導訓

練や教育を実施している。特

に大規模地震、テロ及び鉄道

人身事故に対しては、「大規模

地震発生直後の初動マニュア

ル」、「津波警報発令時運転規

制等取扱要領」、「鉄道人身事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②対応した訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

故対処要領」等を整備し、詳

細な対処方を定めている。ま

た、社員には「事故遭遇時等

社員必携」を携帯させ、適切

な旅客対応が確実に実施出来

るための取組も行っている。 

・津波浸水が想定される駅に

ついては、「津波避難誘導心

得」に基づき、駅間を含めた

避難誘導方法や避難場所への

ルートを具体化した駅マニュ

アルを作成し関係社員への周

知を図っている。 

 

・平成２５年度における避難

誘導訓練については、駅単位

で８回、管区単位で２回、支

社全体では４回実施している

ほか、神戸・加古川・姫路地

区ごとに想定内容を工夫した

訓練を２２回実施している。

そのうち７回は、警察、消防

等と連携した合同訓練となっ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・災害時における旅客の避難

誘導は乗務員等の的確な指

示が極めて重要であること

から、今後も継続して訓練を

実施することにより、常日頃

から万全な体制を整えてお

くことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今年度は、警察・消防と連携し、

列車事故対応総合訓練（平成２６

年１０月）やテロ対応訓練（平成

２７年２月）を実施するととも

に、部内でも津波避難誘導訓練

（平成２６年１１月）や各地区単

位での救護訓練を実施いたしま

した。今後も、災害等の緊急事態

に直面した際の対応能力向上の



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③自治体等関係者との調

整 

 

ている。 

上記訓練のうち、姫路管区

で実施した都市型多発分散型

災害対応訓練は、大地震発生

によりパニック状態に陥った

多数の旅客が負傷した場合の

救出、応急手当等について、

消防及び関係事業者等が密に

連携し、より実践的な災害対

応力の向上を図ったものとな

っている。 

また、支社全体で実施した

津波避難誘導訓練は、駅間に

停車した列車から避難梯子使

用による対応能力の向上や混

雑時の全ドア開扉による降車

時間の検証を目的とした、よ

り具体的な内容となってい

る。 

 

・関係自治体や警察、消防等

と連携した列車事故対応総合

訓練のほか、兵庫県を中心と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・災害時の避難誘導は自治体

等関係者との連携が極めて

重要であり、今後もより高度

ため、自治体・警察・消防等と連

携した訓練を実施してまいりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成２７年２月には姫路市地震

災害対応訓練に参加し、警察・消

防と連携した旅客対応や、情報共



 

 

 

 

 

 

④職員等への研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）帰宅困難者対応に

ついて 

 

 

 

した合同防災訓練に参加して

いる。また、兵庫県防災会議

に出席し、地域防災計画等の

協議について、防災担当者と

の連携を図っている。 

 

・神戸支社では、全社員を対

象とした異常時考動知悉度把

握問題解説ＤＶＤ教材を用い

た避難誘導・津波・テロ対処

教育を実施している。また、

駅係員対象の「広義の輸送業

務教育」や乗務員対象の

「Think-and-Act Training」

も実施しており、旅客の避難

誘導に関連した教育の充実が

図られている。 

 

・神戸支社では、「三宮駅周辺

地域帰宅困難者対策協議会」

「神戸駅周辺地域津波避難等

対策協議会」に参加し、帰宅

困難者対策の議論を進めてお

な訓練の実施に向けて、積極

的な調整が望まれる。 

 

 

 

 

・「Think-and-Act Training」

は、大規模災害時等の避難誘

導に最も重要な「落ち着いて

状況を判断する」ことが修得

できる機会であることから

高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

・帰宅困難者対応マニュアル

が早期に制定されたこと、平

成２６年中に３駅を対象箇

所に追加しているなど、帰宅

困難者対応への取組が積極

有のシミュレーションを実施い

たしました。 

今後も自治体・警察・消防との連

携を密にし、情報共有と合同訓練

の実施に努めてまいります。 

 

・今年度も全乗務員を対象に

「Think-and-Act Training」を実

施しました。引続き、異常時にお

ける的確な状況判断と避難誘導

ができる乗務員の育成を行って

まいります。 

 

 

 

 

 

 

・平成２７年１月には神戸市帰宅

困難者対応訓練に参加いたしま

した。今後も関係自治体との連携

強化、合同訓練実施、及び帰宅困

難者対応マニュアルの深度化等



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、こうした協議会における

議論や、「大規模な集客施設や

駅等の利用者保護ガイドライ

ン」等を踏まえ、三ノ宮駅及

び神戸駅において帰宅困難者

対応マニュアルを制定してい

る。また、元町駅、明石駅、

姫路駅を新たに作成の対象箇

所として追加し、平成２６年

中に制定することとしてい

る。 

・三ノ宮駅のマニュアル（平

成２５年６月制定）及び神戸

駅のマニュアル（平成２５年

７月制定）では、待機場所の

指定、飲料水等の備蓄の他、

発災時の対応から一時滞在施

設等への誘導までの具体的対

応方法が示されていることを

確認した。 

また、帰宅困難者対応の教

育・訓練計画についても定め

られており、マニュアルによ

的に実施されていることは

評価できる。 

・今後も引き続き、協議会や

自治体等関係者との連携強

化を図るともに、帰宅困難者

対応の継続的な実施が望ま

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を行い、帰宅困難者対策を継続的

に実施してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

（３）振替・代行輸送に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る机上訓練や自治体等関係機

関と連携した訓練にも参加し

ている。 

 

・神戸支社では、振替・代行

輸送パターン一覧表による振

替・代行輸送実施区間におい

て振替・代行輸送を実施する

こととしている。 

・実施区間外線区については、

バス等による代替輸送（お客

様救済）の実施基準を定め、

概ね１時間以上の運転見合わ

せが予測される場合におい

て、鉄道部長、駅長の判断に

よって発令される。代替輸送

（お客様救済）については、

マニュアルに基づいた代行バ

ス訓練を実施しており、担当

者の添乗及び途中駅での旅客

案内の対応能力充実を図って

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．運賃等に関する事項 

（１）運賃の誤表示・誤

収受について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）定期券払戻金の不

正着服にかかる再発防止

について 

 

 

・神戸支社では、過去３ヶ年

で１件のワンマン運賃表示器

の誤表示が発生している。こ

の誤表示は運賃表示器の不具

合によるものであったが、運

賃表示器の基盤取替えを実施

した以降は発生していない。 

・誤表示に関しては、平成２

４年３月及び平成２５年３月

に乗務員課長よりワンマン列

車運転線区に対する通達を発

し、運転士の取扱いや運賃表

示確認実施箇所を明確にする

ことによって、不具合があっ

た場合における利用者への影

響を最小限にとどめるよう努

めている。 

 

・平成２４年２月に発覚した、

神戸支社管内複数駅での定期

券不正再発行及び払戻しは、

被害額も多額になるなど極め

 

・運賃表示器は利用者にとっ

て重要な情報提供ツールで

あることを再認識するとと

もに、誤表示・誤収受の防止

に向けたより一層の取組が

求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再発防止策の徹底は当然の

ことであるが、引き続き、コ

ンプライアンス教育・指導の

徹底も含めた、不正行為が発

 

・今後も乗務員に対して定期的に

訓練を行い、運賃表示器が重要な

情報提供ツールであることの認

識を深めるとともに、誤収受・誤

表示発生時の対応・連絡体制につ

いての教育を継続して実施いた

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後も再発防止として策定した

統一マニュアルや、改正した規程

類に基づいた指導並びに旬報点

検を確実に実施するとともに、コ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．駅業務等の委託状況

に関する事項 

 

 

 

 

て悪質なものであった。この

ような不正行為は公共交通機

関としての社会的信頼を著し

く失墜するものであり、誠に

遺憾であると言わざるを得な

い。 

・神戸支社では、再発防止策

として、本社において策定し

た統一マニュアルや改正した

規程類に基づいて、駅におけ

る同種事故防止について指導

を行うとともに、支社調査チ

ームによる全駅の旬報点検を

定期的に実施し、チェック体

制の強化が図られていること

を確認した。 

 

・神戸支社では、１７駅にお

いて駅運転を除く駅業務を子

会社である株式会社ジェイア

ール西日本交通サービスに委

託している。委託先に対して

は支社からの通達・事務連絡

生しない職場環境の整備に

努める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンプライアンス教育・コミュニケ

ーション向上の取組み等を通じ

て、不正行為が発生しない職場環

境作りを継続的に進めて参りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

４．その他サービスに関

する事項 

回収乗車券類の不正使

用に係る再発防止につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等の情報共有化を図り、業務

が円滑に遂行できる体制を構

築している。また、直営駅と

同様にＣＳ考動モニタリング

を実施し、委託駅でのサービ

ス向上に努めている。 

 

 

 

・平成２３年１０月に発覚し

たグループ会社社員による回

収定期券の不正使用を受け

て、神戸支社では、総務企画

課担当課長より事務連絡を発

し、回収乗車券類の取扱いの

厳正化を図っている。この通

達では過去に発した内容をさ

らに具体化し、管理者による

牽制もより強化された内容で

あることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・定期券払戻金不正着服の再

発防止同様に、継続的な教

育・指導を行うとともに、不

正行為が発生しない職場環

境の整備に努める必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後も再発防止策として策定し

た回収乗車券類の取扱について、

指導や確認を確実に実施すると

ともに、コンプライアンス教育・

コミュニケーション向上の取組

み等を通じて、不正行為が発生し

ない職場環境作りを継続的に進

めて参ります。 

 

 


